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就業している宅地建物取引士の数と所属
宅地建物取引士資格の人気に比して業界に就業している人の伸びはやや弱い一方、
独立を選択する宅建士が多く、業界全体で教育や知見の移行の効率は低下している

出所 : 不動産適正取引推進機構『RETIO』『宅建業者と宅地建物取引士の統計概要 (2024年6月1日更新) 』、財務省財務総合政策研究所『財政金融統計月報』より
GOGEN作成出所 : 不動産適正取引推進機構『RETIO』『宅建業者と宅地建物取引士の統計概要 (2024年6月1日更新) 』よりGOGEN作成
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不動産業の事務所あたりの人数
不動産業には少人数の事業所が多く、全産業の分布と乖離している

出所: e-Stat『令和３年経済センサス‐活動調査 産業(小分類)、経営組織(5区分)、常用雇用者規模(15区分)別全事業所数及び従業上の地位(3区分)、男女別従業者数－全国) 』よりGOGEN作成
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不動産業界における統合・M&Aが進まない主な理由の仮説
小規模・地域密着型の事業者が圧倒的多数であり、業法の規制、経営者の独立志向、
及び市場の特性が複合的に作用することで、大規模統合が進みにくいのではないか
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出所 : GOGEN作成
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地方公務員の人手不足 (1/2)
地方公共団体においても人手不足は重大な問題と認識されており、所謂「役所調査」
業務の効率化は、公務員にとっても必要性が高まるのではないか

出所 : 総務省『令和６年地方公共団体定員管理調査結果』よりGOGEN作成 出所 : OECD『Government at a Glance 2023 - 12. Public employment and representation』よりGOGEN作成
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地方公務員の人手不足 (2/2)
地方公共団体においても人手不足は重大な問題と認識されており、所謂「役所調査」
業務の効率化は、公務員にとっても必要性が高まるのではないか

出所 : 総務省『令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要』よりGOGEN作成 出所 : 総務省『地方公務員の退職状況等調査』からGOGEN作成
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都道府県による「適切な助言・支援」の効果が疑わしい事例
県が取引事業者に対して電子契約の運用や、電子署名が簡便に確認できることを
示しながら、県内の市には同様の助言が為されていないと思われるケースもある

出所 : 神奈川県 会計局指導課『電子契約の導入について』『事業者向けマニュアル (全体版) 』、相模原市『市税に関する証明と閲覧 よくある質問』からGOGEN作成

委任状の代わりに「評価証明書・公課証明書の取得について委任する」
ことが明記されている媒介契約書であれば、契約期間内に限り、証明書を
発行することが出来ます。また、令和5年10月1日より、媒介契約書
は原本提示を必須とさせていただいております。
なお、宅地建物取引業法改正により、媒介契約書について依頼者の承諾を
得て、電子署名を施した電子文書の交付が認められるようになりましたが、
総務省より「市町村が依頼者による電子署名が行われていることを確認
できる場合に限り、宅地建物取引業者は、当該依頼者に係る固定資産課税
台帳の閲覧又は評価証明書の交付を受けることができる」との通知が
出されました。本市では電子署名を確認できる体制がないため、
電子契約の場合は委任状での取得をお願いいたします

媒介契約書での証明書発行について

神奈川県提供資料『事業者向けマニュアル』
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PDF 電子署名パネルのイメージ

各署名者の情報
及び署名日時が
表示される
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出所 : GOGEN作成
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国土交通省による重要事項説明書に関わる法令等の照会先一覧
国土交通省は重要事項説明に必要となる法令について絶え間なく情報発信をしている
が、宅建士や消費者が効果的に情報収集をするには、なおハードルが高い

出所：国土交通省 不動産業 『重要事項説明における各法令に基づく制限等についての概要一覧』『重要事項説明における法令に基づく制限等に係る照会先一覧（都道府県別）』からGOGEN作成
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宅地建物取引業法改正の大まかな歴史

出所：国土交通省 『ITを活用した重要事項説明等のあり方に係る検討会 第1回 (平成26年4月24日) - 資料3重要事項説明・書面交付制度の概要』、国土交通省 報道発表資料『不動産取引時の書面が電子書面で提供できるようになります。～宅地建物取引
業法施行規則の一部改正等を行いました～』からGOGEN作成
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生成系AIによる重要事項説明書の文章作成
Appendix 10

出所 : GOGEN作成



© 2025 GOGEN Inc., GOGEN Consulting Unit -規制改革推進会議 デジタル・ＡＩワーキンググループ 情報技術活用による宅建士の負荷低減の可能性拡大 45

生成系AIによる重要事項説明へによるの指摘の例
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出所 : GOGEN作成



GOGEN株式会社
〒105-0001
東京都港区虎ノ門2丁目2-1
住友不動産虎ノ門タワー 16F
https://gogen.jp/

GOGEN株式会社は、不動産取引における新たな可能性を切り拓くべく、不動産事業者さまに対し不動
産取引の付加価値向上のためのサービス等の企画・運営・管理、各種コンサルティング業務を提供して
います。詳細はWebサイト（https://gogen.jp/）を御確認ください。

本資料は内閣府 規制改革推進室 デジタル・ＡＩワーキング・グループ（2025年4月9日）の会議資料と
して提出することを目的に作成された資料であり、GOGEN株式会社が本資料をもって専門的な助言や
サービスを提供または提案するものではありません。当資料の情報に基づいて財務または事業に影響を
与えるような具体的な意思決定または行動をされる前に、適切な専門家に御相談ください。

本資料は、信頼できる情報源からの情報およびその分析により、正しい内容となるよう努めております
が、GOGEN株式会社は、情報の正確性や完全性にいかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問わ
ず）をするものではありません。

また当資料の全ての内容は、作成された時点の情報が掲載されており、法律、規則、規定等の変更や、
製品・サービスのアップデートにより、不十分または不正確である可能性もあります。

いかなる場合にも、GOGEN株式会社、関連するパートナーシップ、社員・職員または代理人のいずれ
も、本資料の情報の使用に起因して生じる結果に対して一切の責任を負いません。

当資料中にURLまたはハイパーリンクが記載されている第三者のWebサイトについて、GOGEN株式会
社は、その内容の正確性を保証するものではありません。




